HF02-01-18(低構)

住宅型式性能認定申請書

令和　　年　　月　　日

　一般財団法人　日本建築センター　御中　　
［会社名］　　　　　　　　　　　　　　

［代表者名］　　　　　　　　　　　　　

［所在地］〒   -    

電話　
　住宅の品質確保の促進等に関する法律第31条第1項の規定による住宅型式性能認定を受けたいので、次のとおり申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は事実に相違ないものとし、申請するにあたり、次の事項について同意します。

・申請手続き、申請書及び添付図書の訂正、一般財団法人日本建築センターから交付される文書の受領等住宅型式性能認定に関して必要な事項について、下記連絡先欄の者に委任すること。

・下記料金請求先会社名欄の会社が申請者と異なる場合は、当該会社が料金を支払うこと。当該会社による支払いが滞る場合、申請者は連帯責任者として支払うこと。

・一般財団法人日本建築センター認定等業務約款及び同規程を遵守すること。
記

１．認定を受けたい型式に係る住宅又はその部分の種類

	平成12年建設省告示第1655号【１つ選択】
	□第一号　住宅

	
	□第二号　住宅の部分【いずれか1つ(複数可)】

	
	
	□1)基礎を除く地上部分の構造躯体　□2)地下階を除く地上部分の構造躯体


２．認定を受けたい型式に係る性能表示事項

日本住宅性能表示基準（平成13年国土交通省告示第1346号）の別表1の(い)項

	表示すべき事項の区分【複数選択可】
	表示の方法の区分【１つ選択】

	□１－１　耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
	□等級３
	□等級２
	□等級１

	□１－２　耐震等級（構造躯体の損傷防止）
	□等級３
	□等級２
	□等級１

	□１－３　その他（地震に対する構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	

	□１－４　耐風等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	□等級２
	□等級１

	□１－５　耐積雪等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	□等級２
	□等級１

	□１－６　地盤又は杭の許容支持力等及びその設定方法
	

	□１－７　基礎の構造方法及び形式等
	


３．備考　　　　【各項目１つ選択】
	型式名称
	
	基本モジュール
	㎜

	構造種別
	□ａ 木造(木質系)　　□ｂ 鉄骨造(鉄鋼系)　　□ｃ コンクリート造等(コンクリート系)
□ｄ 補強コンクリートブロック造　　□ｅ その他の構造(　　　　　　　　　　　)

	構造形式
	

	関連業務への

申請・申込予定
	型式住宅部分等製造者の認証
	□あり　　　　　□なし

	
	住宅型式性能確認の評定
	□あり　　　　　□なし

	連　絡　先
	会社名

部課名

所在地

電話/FAX

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),担当者)/

E-mail
	〒   -    

　　　　　　　／

(統括)　　　　　　　　　／　

(確認)　　　　　　　　　／　

(担当)　　　　　　　　　／　
	
	受付の承諾日

	
	
	
	
	※

令和　年　月　日


	料金

請求書

送付先
	会社名

所在地
電話/FAX
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),担当者)
E-mail
	　　　　　　　／　

	料金
(税込)
	※

	
	
	
	請求先
会社名
	


（注意） ①申請者が法人である場合は、代表者又は本申請の権限が委譲された者の役職及び氏名を記載してください。
②申請者欄、連絡先欄及び請求書送付先欄に記載された個人情報を本業務と当財団からのお知らせ以外に使用しません。
③※印のある欄は、当財団が使用しますので、何も記載しないでください。
④なお、当財団が必要と判断する場合は、申請者に押印をお願いしたり、直接連絡したりする場合がありますので、あらか
じめご了承ください。
　
（３）本申請型式の概要

	戸　建　形　式
	□(ａ) 一戸建ての住宅　　　□(ｂ) 共同住宅等

	最高の軒の高さ
	ｍ以下
	最 高 の 高 さ
	ｍ以下

	床　　面　　積
	㎡以上　　㎡以下
	地盤の長期地耐力
	kN/㎡以上


　（４）本申請型式の型式数（必要壁量表等の区分の種類及び組合せ）

	ｲ.階　　　　　数
	□平家 □2階建て □3階建て
	必要壁量表等の

種類及び組合せ

左記のイ、ロ、ハ
及びニの組合せ
の種類

※別紙に記載する
ことも可
	

	ﾛ.地震地域係数(Ｚ)
	□1.0　□0.9　□0.8　□0.7
	
	

	ﾊ.基準風速(Ｖo)及び地表面粗度区分の組合せ
	
	
	

	ﾆ.垂直積雪量及び
積雪の単位荷重
の組合せ
	
	
	


　（５）本申請型式の料金算定における性能項目の数（別紙に記載することも可）

	本申請型式において同時に申請する性能表示事項
	１－１　耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
	(４)イ、ロ及びニの

組合せ
	

	
	１－２　耐震等級（構造躯体の損傷防止）
	(４)イ、ロ及びニの

組合せ
	

	
	１－４　耐風等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	(４)イ及びハの

組合せ
	

	
	１－５　耐積雪等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	(４)ニの種類の数

（多雪区域のみ）
	

	
	性能項目の数（B）
	


　（６）本申請型式の料金

	（Ａ）￥　　　　　　　
	×（Ｂ）　　　
	＋
	（Ｃ）￥　　　　　　　
	＝
	￥　　　　　　　　　


（Ａ）認定等業務規程HR-02の定める料金一覧表HR-511の表1の（ろ）欄に掲げる(3)の最大床面積に応じた額

（Ｂ）(5)本申請型式の料金算定における性能項目の数

（Ｃ）認定等業務規程HR-02の定める料金一覧表HR-511の表1の（は）欄に掲げる(3)の最大床面積に応じた額

　（７）認定を受けた型式（構造の安定に関すること）の有無
	認定を受けた型式
	　□有　　□無　　（有の場合は、直近の認定番号等の必要事項を別紙に記載してください。）


※（財）日本建築センター使用欄

	部　長
	課　長
	職　員
	摘　要

	
	
	
	



 HF02-01-18(低構)

住宅型式性能認定申請書

令和５年　９月　１日

　一般財団法人　日本建築センター　御中　　

株式会社　センターホーム

代表取締役　日本　一郎

〒101-????　東京都千代田区外神田x-x-x ○○○ビル
電話　03-????-????

　住宅の品質確保の促進等に関する法律第31条第1項の規定による住宅型式性能認定を受けたいので、
次のとおり申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は事実に相違ないものとし、申請するにあたり、次の事項について同意します。
・申請手続き、申請書及び添付図書の訂正、一般財団法人日本建築センターから交付される文書の受領等性能認定に関して必要な事項について、下記連絡先欄の者に委任すること。

　　　　・下記料金請求先会社名欄の会社が申請者と異なる場合は、当該会社が料金を支払うこと。当該会社に
よる支払いが滞る場合、申請者は連帯責任者として支払うこと。
・一般財団法人日本建築センター認定等業務約款及び同規程を遵守すること。
                記

１．認定を受けたい型式に係る住宅又はその部分の種類

	平成12年建設省告示第1655号【１つ選択】
	■第一号　住宅

	
	□第二号　住宅の部分【いずれか1つ(複数可)】

	
	
	□1)基礎を除く地上部分の構造躯体　□2)地下階を除く地上部分の構造躯体


２．認定を受けたい型式に係る性能表示事項

日本住宅性能表示基準（平成13年国土交通省告示第1346号）の別表1の(い)項

	表示すべき事項の区分【複数選択可】
	表示の方法の区分【１つ選択】

	■１－１　耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
	■等級３
	□等級２
	□等級１

	■１－２　耐震等級（構造躯体の損傷防止）
	■等級３
	□等級２
	□等級１

	□１－３　その他（地震に対する構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	

	■１－４　耐風等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	■等級２
	□等級１

	□１－５　耐積雪等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	□等級２
	□等級１

	□１－６　地盤又は杭の許容支持力等及びその設定方法
	

	□１－７　基礎の構造方法及び形式等
	


３．備考　　　　【各項目１つ選択】
	型式名称
	センターホーム
	基本モジュール
	900㎜

	構造種別
	□ａ 木造(木質系)　　 ■ｂ 鉄骨造(鉄鋼系)　　□ｃ コンクリート造等(コンクリート系)
□ｄ 補強コンクリートブロック造　　□ｅ その他の構造(　　　　　　　　　　　)

	構造形式
	鉄鋼系軸組ブレース構造

	関連業務への

申請・申込予定
	型式住宅部分等製造者の認証
	■あり　　　　　□なし

	
	住宅型式性能確認の評定
	■あり　　　　　□なし

	連　絡　先
	会社名

部課名

所在地

電話/FAX

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),担当者)/

E-mail
	株式会社　センターホーム

住宅部　住宅課

〒105-????
東京都千代田区外神田?-?-?　○○○ビル

03-????-????　／　03-????-????
(統括)　課長　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(にほん),日本)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(たろう),太郎)　／　nihon_t@???.co.jp
(確認)　主任　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(にほん),日本)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(じろう),次郎)　／　nihon_j@???.co.jp
(担当)　　　　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(にほん),日本)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(はなこ),花子)　／　nihon_h@???.co.jp
	受付の承諾日


	
	
	
	※
令和　　年　　月　　日


	料金

請求書

送付先
	会社名

所在地
電話/FAX
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),担当者)
E-mail
	連絡先と同じ
連絡先と同じ
連絡先と同じ　／　連絡先と同じ
EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(にほん),日本)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(たろう),太郎)
nihon_h@???.co.jp
	料金
(税込)
	※

	
	
	
	請求先
会社名
	株式会社
センターホーム


（注意）①申請者が法人である場合は、代表者又は本申請の権限が委譲された者の役職及び氏名を記載してください。
②申請者欄、連絡先欄及び請求書送付先欄に記載された個人情報を本業務と当財団からのお知らせ以外に使用しません。
③※印のある欄は、当財団が使用しますので、何も記載しないでください。

④なお、当財団が必要と判断する場合は、申請者に押印をお願いしたり、直接連絡したりする場合がありますので、あらか

じめご了承ください。
（３）本申請型式の概要

	戸　建　形　式
	■(ａ) 一戸建ての住宅　　　■(ｂ) 共同住宅等

	最高の軒の高さ
	9.0　　ｍ以下
	最 高 の 高 さ
	13.0　　　ｍ以下

	床　　面　　積
	30㎡以上500㎡以下
	地盤の長期地耐力
	30　　kN/㎡以上


　（４）本申請型式の型式数（必要壁量表等の区分の種類及び組合せ）

	ｲ.階　　　　　数
	■平家 ■2階建て □3階建て
	必要壁量表等の

種類及び組合せ

左記のイ、ロ、ハ

及びニの組合せ

の種類

※別紙に記載する
ことも可
	11: 平家・1.0・34・100(20)

12: 平家・1.0・38・100(20)

13: ２階・1.0・34・100(20)

14: ２階・1.0・38・100(20)

必要壁量表等の種類を
識別する組合せの番号は、
任意の算用数字２桁にて

識別してください。

	ﾛ.地震地域係数(Ｚ)
	■1.0　□0.9　□0.8　□0.7
	
	

	ﾊ.基準風速(Ｖo)及び地表面粗度区分の組合せ
	34 m/s (Ⅲ)

38 m/s (Ⅲ)
	
	

	ﾆ.垂直積雪量及び

積雪の単位荷重

の組合せ
	100cm (20N/cm/㎡)
	
	


　（５）本申請型式の料金算定における性能項目の数（別紙に記載することも可）

	本申請型式において同時に申請する性能表示事項
	１－１　耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）
	(４)イ、ロ及びニの

組合せ
	平家･1.0･100(20)

２階･1.0･100(20)

	
	１－２　耐震等級（構造躯体の損傷防止）
	(４)イ、ロ及びニの

組合せ
	平家･1.0･100(20)

２階･1.0･100(20)

	
	１－４　耐風等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	(４)イ及びハの

組合せ
	平家･34   平家･38

２階･34   ２階･38

	
	１－５　耐積雪等級（構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止）
	(４)ニの種類の数

（多雪区域のみ）
	0

	
	性能項目の数（B）
	8


　（６）本申請型式の料金

	（Ａ）￥31,000
	×（Ｂ）8
	＋
	（Ｃ）￥14,000
	＝
	￥262,000


（Ａ）認定等業務規程HR-02の定める料金一覧表HR-511の表1の（ろ）欄に掲げる(3)の最大床面積に応じた額

（Ｂ）(5)本申請型式の料金算定における性能項目の数

（Ｃ）認定等業務規程HR-02の定める料金一覧表HR-511の表1の（は）欄に掲げる(3)の最大床面積に応じた額

　（７）認定を受けた型式（構造の安定に関すること）の有無
	認定を受けた型式
	　■有　　□無　　（有の場合は、直近の認定番号等の必要事項を別紙に記載してください。）


※（財）日本建築センター使用欄

	部　長
	課　長
	職　員
	摘　要

	
	
	
	


〈別紙〉

　　認定を受けた型式について（構造の安定に関すること）

令和５年　９月　１日

	申請者名
	株式会社　センターホーム

	住宅名称
	センターホーム


	型式
	認定を受けた型式
	直近の認定年月日
	直近の認定番号
	階数
	地震地域係数
	基準

風速

(m/s)
	地表面粗度区分
	垂直積

雪量

(cm)
	積雪の単位荷重

(N/㎡/cm)

	11
	有
	H23.5.31
	T010302Aa9990111

T020302Aa9990111

T030202Aa9990111

T040202Aa9990111
	平家
	1.0
	34
	Ⅲ
	100
	20

	12
	有
	H23.5.31
	T010302Aa9990012

T020302Aa9990012

T030202Aa9990012

T040202Aa9990012
	平家
	1.0
	38
	Ⅲ
	100
	20

	13
	有
	H23.5.31
	T010302Aa9990113

T020302Aa9990113

T030202Aa9990113

T040202Aa9990113
	2階
	1.0
	34
	Ⅲ
	100
	20

	14
	有
	H23.5.31
	T010302Aa9990114

T020302Aa9990114

T030202Aa9990114

T040202Aa9990114
	2階
	1.0
	38
	Ⅲ
	100
	20


申請者





両面印刷：表





記載例





役職名は、登記上の正式な名称としてください。


特に「代表」や「社長」が付くか、確認を。








次の項目名を削除。


・申請者　・会社名　・代表者名　・所在地





住宅型式性能認定書の別紙や型式住宅部分等製造者


認証書に表示する構造種別及び形式の名称





統括：本業務の担当責任者、他の性能


項目との統括担当者など


確認：図書や回答書の提出前に誤りが


ないことを確認する責任者


担当：図書や回答書を作成する担当者


※確認と担当は兼務できません。


統括と確認、統括と担当は兼務可です。





請求書を受領する担当者





請求書に記載する会社名





両面印刷：裏





記載例





記載例
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